別表２

	条　　件
	処分の内容
	承認時の要件等
	手続き

	１　補助金返還を伴わない場合

　　幼保連携型認定こども園等に係る保育所の以下の財産処分

(1）　幼保連携型認定こども園となる場合の財産処分
(2)　次の要件を満たす(1)以外の財産処分

　①　保育所の一部を幼稚園に転用等することにより、保育所児の処遇が低下せず、かつ地域の子育て環境の向上を図ることが出来ること。

　②　地方公共団体の施策として、保育所と幼稚園の連携を推進することとされていること。
	転　用
	保育所の一部を幼稚園に転用する場合
	
	大阪府社会福祉施設等財産処分要綱（以下「要綱」という。）第4条の規定に基づく財産処分報告書（様式第3号）の提出による。

	
	無 償 譲 渡
	地方公共団体、社会福祉法人若しくは学校法人が幼稚園を設置する場合
	
	

	
	無 償 貸 付
	
	処分制限期間内において、無償から有償とする等、再処分を行う場合は、改めて財産処分に係る手続きを行うことを条件とする。
	

	２　補助金返還を伴う場合

上記１の条件に該当しない転用、譲渡及び貸付の場合

※　返還金の計算方法は、要綱別紙の算定式に準じるものとする。

　
	要綱第3条の規定に基づく財産処分承認申請書（様式第1号）の提出による。


